
長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、本市の中学校の生徒がスポーツ及び文化芸術活動を

継続して取り組むことができる環境を整備するため、認定地域クラブ活

動を行う団体（以下「認定地域クラブ」という 。） に対し、予算の範囲

内において、長崎市認定地域クラブ活動費補助金（以下「補助金」とい

う 。） を交付することについて、長崎市補助金等交付規則（昭和６３年

長崎市規則第２１号。以下「規則」という 。） に定めるもののほか、必

要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 認定地域クラブ活動  次に掲げる要件を全て満たす活動をいう。 

ア 学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展させた活動であり、

生徒が身近な地域で希望する活動に主体的に参加できるようにするこ

とで、豊かで幅広い活動機会の保障に寄与するものであること。 

イ 適切な活動時間及び休養日が設定されていること。 

ウ 活動の維持・運営に必要な範囲で、可能な限り低廉な参加費等が設

定されていること。 

エ 適切な指導の実施体制が確保されていること。 

オ 適切な安全確保の体制が確保されていること。 

カ 適切な運営体制が確保されていること。 

キ 学校等との連携が適切に行われていること。 

⑵ 休日 次に掲げる日 



 ア 日曜日及び土曜日 

 イ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日 

 ウ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（イに掲げる日を除く。

） 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という 。

）は、次に掲げる事業とする。 

 ⑴ 認定地域クラブ活動に係る事業 

 ⑵ その他認定地域クラブの目的の達成に必要な事業 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という 。

）は、補助対象事業に係る次に掲げる経費とする。 

⑴ 人件費 

⑵ 報償費 

⑶ 旅費 

⑷ 需用費（酒席を伴う飲食費又は懇親会の経費を除く 。）  

⑸ 役務費 

⑹ 委託料 

⑺ 使用料及び賃借料（酒席を伴う飲食費又は懇親会の経費を除く 。）  

⑻ 備品購入費 

⑼ 負担金、補助及び交付金 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額とする。 



 ⑴ 平日の認定地域クラブ活動  別表１に掲げる区分に応じ、それぞれ

当該区分に定める補助基準額と、平日の認定地域クラブ活動に係る補助

対象経費の合計額から平日の認定地域クラブ活動に係る収入（会員の保

護者等が負担したものに限る 。） を控除した額のいずれか低い額 

⑵ 休日の認定地域クラブ活動  別表２に掲げる区分に応じ、それぞれ

当該区分に定める補助基準額と、休日の認定地域クラブ活動に係る補

助対象経費の合計額から休日の認定地域クラブ活動に係る収入（会員

の保護者等が負担したものに限る 。） を控除した額のいずれか低い額 

（交付の申請） 

第６条 規則第３条第１項の期日は、補助対象事業を行う年度の３月３１

日とする。 

２ 規則第２２条の規定により、補助金の交付の申請は、規則第３条第１

項の申請書に代えて、前条第１号の補助金にあっては、長崎市認定地域

クラブ活動費補助金交付申請書（平日分）（第１号様式 ）、 前条第２号

の補助金にあっては、長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付申請書

（休日分）（第１号様式の２）によるものとする。 

３ 規則第３条第２項の規定により、同条第１項第１号から第３号までに

規定される書類の添付は省略するものとする。ただし、規則第１５条第

１項ただし書の規定により概算払により補助金の交付を受けようとする

場合は、規則第３条第１項第１号及び第２号に規定される書類を添付す

るものとする。 

４ 補助金を申請しようとする者は、その申請時に当該補助金に係る仕入

れに係る消費税相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税

に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定す

る仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方



税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得

た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ 。） があ

り、かつ、その金額が明らかな場合は、これを減額して申請しなければ

ならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費

税相当額が明らかでない場合は、この限りではない。 

（交付の条件） 

第７条 規則第５条第１項第４号の市長が必要と認める事項は、次の各号

に定める事項とする。 

⑴ 補助対象事業に係る収支状況を明らかにした帳票又は帳簿及び関係 

書類を備え、当該補助事業を行った年度の翌年度から５年間保存する 

こと。 

⑵ 第５条第１項の補助金の交付を受けようとする場合は、長崎市立小

・中学校課外クラブ活動費補助金交付要綱（令和３年長崎市告示第２５

６号）第１条に規定する長崎市立小・中学校課外クラブ活動費補助金が

交付されていないこと。 

（申請の取下げ）  

第８条 規則第７条第１項の別に定める期日は、規則第６条第１項の規定

による通知を受領した日から起算して３０日を経過した日とする。 

（実績報告） 

第９条 規則第１２条第２号の別に定める期日は、補助対象事業を実施す

る日の属する年度の翌年度の４月５日とする。 

２ 規則第１２条第２号の市長が必要と認める書類は、認定地域クラブの

事業報告書とする。 

３ 規則第２２条に規定により、補助対象事業が完了したときは、規則第

１２条の補助事業等実績報告書に代えて、第５条第１号の補助金にあっ



ては、長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付実績報告書（平日分）

（第２号様式 ）、 第５条第２号の補助金にあっては、長崎市認定地域ク

ラブ活動費補助金交付実績報告書（休日分）（第２号様式の２）により

行うものとする。 

 （財産処分の制限） 

第１０条 規則第１９条ただし書の市長が別に定める期間は、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定めら

れた資産の耐用年数とする。 

２ 規則第１９条第２号又は第３号の別に定めるものは、省令に定められ

た資産とする。 

 （補助金の交付手続の特例） 

第１１条 規則第２１条の規定により、規則第１５条第１項ただし書の規

定により概算払により補助金の交付を受けた場合を除き、規則第１３条

の手続は、規則第６条に規定する手続に併合するものとする。 

（消費税等に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１２条 第６条第４項ただし書の規定により補助金の交付の申請をした

者は、補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、仕

入れに係る消費税等相当額報告書（第３号様式）により速やかに市長に

報告しなければならない。この場合において、市長は、当該仕入れ控除

税額があるときは、その全部又は一部を返還させるものとする。 

 （委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 



この要綱は、告示の日から施行し、令和８年度の予算に係る補助金か

ら適用する。 

 

別表１（第５条関係） 

区分 補助基準額 

⑴  運動クラブ（競技又はレクリ

エーションを目的とする身体運動

を行う団体をいう。以下同じ 。）

及び吹奏楽クラブ（吹奏楽（オー

ケストラを含む 。） を行う団体を

いう。以下同じ 。）  

1,５７０円に補助対象事業を行う

日の属する年度の５月３１日現在

の当該クラブの会員（本市に所在

する中学校（学校教育法第１条に

規定する中学校（同条に規定する

特別支援学校の中学部を含む。 )

）の生徒に限る。次号において同

じ 。） の数を乗じて得た額 

⑵  文化クラブ（前号以外の文化

活動を行う団体をいう。以下同

じ 。）  

1,０７０円に補助対象事業を行う

日の属する年度の５月３１日現在

の当該クラブの会員の数を乗じて

得た額 

 

別表２（第５条関係） 

区 分  

補 助 基 準 額  

月 ４ 回 以 上

活 動   

月 ３ 回 程 度

活 動   

月 ２ 回 程 度

活 動   

月 １ 回 程 度

活 動   



⑴  会 員 数 ２ ７

人 以 上 で 指 導 者

を ３ 人 以 上 配 置   

運 動 ク ラ ブ  

６ ７ ３ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

６ ９ １ 千 円  

運 動 ク ラ ブ  

５ ５ ０ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

５ ６ ９ 千 円  

運 動 ク ラ ブ  

４ ２ ７ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

４ ４ ６ 千 円  

運 動 ク ラ ブ  

３ ０ ５ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

３ ２ ３ 千 円  

⑵  会 員 数 １ ３

人 か ら ２ ６ 人 ま

で で 指 導 者 を ２

人 配 置   

運 動 ク ラ ブ  

５ ７ ６ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

５ ９ ６ 千 円  

運 動 ク ラ ブ  

４ ７ ５ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

４ ９ ４ 千 円  

運 動 ク ラ ブ  

３ ７ ３ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

３ ９ ３ 千 円  

運 動 ク ラ ブ  

２ ７ ２ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

２ ９ １ 千 円  

⑶  会 員 数 ５ 人

か ら １ ２ 人 ま で

で 指 導 者 を １ 人

配 置   

運 動 ク ラ ブ  

４ ２ ３ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

４ ４ ３ 千 円  

運 動 ク ラ ブ  

３ ５ ６ 千 円  

文 化 ク ラ ブ  

３ ７ ７ 千 円  

運 動 ク ラ ブ  

２ ９ ０ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

３ １ １ 千 円  

運 動 ク ラ ブ  

２ ２ ４ 千 円   

文 化 ク ラ ブ  

２ ４ ５ 千 円  

備考 

１ 事業実施月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月と

する 。） が１２月に満たない場合には、上記のそれぞれの補助基準額

に応じ、月割によって計算する（千円未満切り捨て ）。  

２ 会員数は、長崎市に所在する中学校の生徒の数とし、各月の会員数

の年間平均（小数点以下は切り上げ）で算出する。 

３ 会員数が２７人以上の場合であっても、指導者が２人の場合には⑵

の補助単価を、指導者が１人の場合には⑶の補助単価を適用する。 

４ 会員数が１３人から２６人までの場合であっても、指導者が１人の

場合には⑶の補助単価を適用する。    

５ 会員数が５人未満の地域クラブ活動については、原則として補助対

象外とするが、へき地、離島で実施している場合など、特別な事情が

あると認められる場合は、補助対象とし、⑶の補助単価を適用する。 



   



第１号様式（第６条関係） 

 

     長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付申請書（平日分） 

 

                        年  月  日 

（あて先） 長崎市長 

 

申請者   住所 

    団体名 

    代表者 

 

長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付要綱第６条第３項の規定により、

次のとおり申請します。 

補 助 年 度    
補 助 事 業

等 の 名 称  
長 崎 市 認定 地 域クラ ブ 活 動費 補 助金 

補助事業等の目 的 及び内容 
長 崎 市 認 定 地 域 ク ラ ブ 活 動 費 補 助 金 交 付 要 綱 に

定 め る も の 

クラブの種類    

1 人当たり単価 ①    

5 月 31 日現在の 会 員数②  

基準額Ⅰ（①× ② ）  

平日の活動に要 す る経費③  

平日の活動に係 る 収入④     

基準額Ⅱ 

（③－④） 
   

  

交 付 申 請 額 （ 基 準 額 Ⅰ と 基

準 額 Ⅱ の 少 な い 方 ）  
 

 



第１号様式の２（第６条関係） 

 

長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付申請書（休日分） 

年  月  日 

（あて先） 長崎市長 

 

申請者   住所 

      団体名 

      代表者 

 

長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付要綱第６条第３項の規定により、次のとおり申請します。 

補助年度   補助事業等の名称 長崎市認定地域クラブ活動費補助金 

補助事業等の目的及び内容 長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付要綱に定めるもの 

                            

  4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

活動回数              

うち休日の活

動回数 
             

休日所属 

会員数 
             

休日指導者数              

                            

クラブの種類   事業実施月数   
平均休日 

活動回数 
  

平均休日 

会員数 
 

平均休日 

指導者数 
 基準額Ⅰ  

休日の活動に 

要する経費① 
  

休日の活動に係る参加

費等の収入② 
 

基準額Ⅱ 

（①－②） 
  

交付申請額（基準額Ⅰと 

基準額Ⅱの少ない方） 
  

・事業実施月数に１月に満たない端数があるときは、１月として計算する。 

・平均休日活動回数に小数点以下の端数が生じた場合は、その端数を四捨五入する。 

・平均休日会員数に小数点以下の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

・平均休日指導者配置人数に小数点以下の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

 



第２号様式（第９条関係） 

 

     長崎市認定地域クラブ活動費補助金実績報告書（平日分） 

 

                        年  月  日 

（あて先） 長崎市長 

 

補助対象者  住所 

 

    団体名 

 

    代表者 

 

長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付要綱第９条第２項の規定により、

次のとおり報告します。 

交 付 決 定 

年 月 日 
  文 書 番 号  

補 助 年 度  
補 助 事 業 等

の 名 称 
長 崎 市 認 定 地 域 ク ラ ブ 活 動 費 補 助 金  

補 助 事 業 の

完 了 年 月 日 
 

補 助 金 交 付

決 定 金 額 
 

補 助 金 の 既 交 付 金 額   

クラブの種類  

1 人当たり単価 ①  

5 月 31 日現在の 会 員数②  

基準額Ⅰ（①× ② ）  

平日の活動に要 す る経費③  

平日の活動に係 る 収入④   

基準額Ⅱ（③－ ④ ）  

 

補 助 事 業 等 の 経 費 精 算 額  

（ 補 助 対 象 金 額 ）  
 

添付書類  収支決算書又は収支計算書、事業報告書



第２号様式の２（第９条関係）    
     

長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付実績報告書（休日分） 

     

                年  月  日 

（あて先） 長崎市長     

補助対象者 住所   

団体名   

代表者   
 

長崎市認定地域クラブ活動費補助金交付要綱第９条第２項の規定により、次のとおり報

告します。 

交付決定 

年月日 
  文書番号  

補助年度   補助事業等の名称  
長崎市認定地域クラブ  

活動費補助金  

補助事業の
完了年月日 

  補助金交付決定金額    

補助金の既交付金額    

 

  4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

活動回数              

うち休日の 

活動回数 
             

休日所属 

会員数 
             

休日指導 

者数 
             

  
  

クラブの種類   
事業実施

月数 
  

平均休日 

活動回数 
  

平均休日 

会員数 
 

平均休日

指導者数 
 基準額Ⅰ  

休日の活動に 

要する経費① 
  

休日の活動に係る参加費

等の収入② 
  

基準額Ⅱ 

（①－②） 
  

交付申請額（基準額Ⅰと  

基準額Ⅱの少ない方）  
  

 

添付書類 収支決算書又は収支計算書、事業報告書 


